
＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．農業集落排⽔施設整備事業

農業集落排⽔施設のうち、⼤規模施設や被災リスクのある施設の強靱化、
維持管理の効率化等に資する施設の⾼度化を⽀援します。
（施設計画策定事業において、新たに⼤規模災害を想定した初動体制整
備及び施設再編・集約に関する⽅針を維持管理適正化計画で策定するこ
とを⽀援します。）

２．農道・集落道整備事業
農道・集落道のうち、基幹的な農道、避難等に必要な農道・集落道、⽼

朽化等により被害が⽣じるおそれがある跨道橋・跨線橋等の強靱化、農産
物の輸送コストの削減等に資する拡幅等の⾼度化を⽀援します。

３．営農飲雑⽤⽔施設整備事業
営農飲雑⽤⽔施設のうち、⼤規模施設や被災リスクのある施設の強靱化、

⽣産性の向上や６次産業化等に資する施設の⾼度化を⽀援します。
４．地域資源利活⽤施設整備事業

農業⽔利施設等への電⼒供給や災害時の⾮常⽤電源となる地域資源
利活⽤施設の強靱化を⽀援します。

５．集落防災安全施設整備事業
災害による被災時に家屋や公共施設等に被害が⽣じるおそれのある集落

防災安全施設の強靱化を⽀援します。

農村インフラの⾼度化
⽣産性の向上、⽣産コストの縮減、維持管理の効率化等に
資する施設の計画策定、整備等

農村インフラの強靱化
重要な農村インフラの点検診断、計画策定、耐震・浸⽔・
停電対策、保全対策、更新・撤去等

農 村 地 域 の ⽣ 活 に 不 可 ⽋ な 農 村 イ ン フ ラ

農村整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
⽼朽化の進⾏や災害への脆弱性が顕在化している農村地域のインフラの持続性を確保するとともに、地⽅移住への関⼼が⾼まっている機を捉えて農村の活
性化を図るため、集落排⽔施設や農道等の再編・強靱化、⾼度化など、農村に⼈が安⼼して住み続けられる条件の整備を推進します。

＜事業⽬標＞
「⼩さな拠点」の形成の推進、⽣活インフラ等の確保

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農村振興局地域整備課（03-6744-2200）

浸⽔対策

⾮常⽤電源の設置

停電対策

⽌⽔壁の設置

処理区Ｂ

処理場を廃⽌処理場の統合・更新

処理区A

施設の再編・コンパクト化により維持管理・更新コストを低減
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【令和７年度予算概算決定額 6,535（6,866）百万円】
（令和６年度補正予算額 2,321百万円）



農村整備事業（計画策定等事業）の拡充

施設計画策定事業
維持管理のコストや負担の軽減
（①再編・集約、②規模・処理⽅式の適正化、③省エネ技
術、④⼤規模災害を想定した初動体制の整備及び施設の
再編・集約に関する⽅針、⑤その他）

⽬的・
ポイント

維持管理費や最適化された保全対策費を更に軽減し、持
続的な公営企業経営を実現

維持管理を含む施設現況調査結果を基に①施設の再
編・集約、②施設規模⼜は汚⽔処理⽅式の適正化、 ③
省エネルギー技術導⼊等の維持管理適正化対策、④⼤規
模災害を想定した初動体制の整備及び施設の再編・集約に
関する⽅針をとりまとめたもの

内容

・①〜④の全てを検討
・検討の省略要件を設定
例）-経費回収率（維持管理費）が100％以上、⾃治体
がとりまとめた防災計画等に農業集落排⽔施設が位置付け
られている等
・ハード実施の要件となっているが、経過措置を設定。
・既に①〜③まで作成している場合は、別途④のみ作成でき
る。

留意
事項

〇 農業集落排水施設における大規模災害からの復旧・復興に際して、特に人口減少が著しく、集落が大幅に縮小した地域においては、原
形復旧を行うよりも、規模の縮小又は廃止をした方が、維持管理の面で地域の負担が軽減するケースが増加することが予想される。また、
大規模災害時の初動体制についても、限られた市町村職員のみでの対応が難しくなっており、全国からの支援者を受け入れる体制を事前
に検討することが求められている。

〇 復旧・復興に際し、農業集落排水施設の規模縮小又は廃止を行うために必要な地域の合意形成には一定の期間を要する。また、大規模
災害が発生してからでは、多くの住民が被災し、避難しているため、復旧にあたっての合意形成を行うことは困難。

○ 大規模災害を想定した初動体制の整備及び施設の再編・集約に関する方針の検討を必須とすることで、平時からの地域住民の間での話
合いを促し、今後発生することが予想される風水害を含む大規模災害において、農業集落排水施設に係る初動体制の整備及び地域の規
模・実情に応じた復旧・復興を効率的に行うことができるよう支援。

施設計画策定に当たり、平時から大規模災害を想定し
て、農業集落排水施設に係る大規模災害時の初動体制の
整備及び地域の規模・実情に応じた復旧・復興等が行え
るよう大規模災害時の初動体制の整備及び施設の再編・
集約に関する方針を検討必須項目とし、策定を支援。

大規模災害時の対応

■地域の規模・実情に応じた復旧 ■初動体制の整備

平時から大規模災害を想定した応急時等の初動体制の整備及び施設の再編・集約に関する方針を検討

平時から、話合いにより策定した再編・集約方針
に沿って、地域の規模・実情に応じた復旧・復興に
早期に着手できる。

被災市町村の担当職員は、
人命救助・確保、避難所運営
等の生活支援に追われるため、
国や県との連絡体制や全国か
ら訪れる支援者に対して、ど
のような支援を依頼するか等
を事前に検討しておくことで、
復旧の初動体制を早期に確立
できる。
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（イメージ図）


